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いる。要介護認定を受けている人数は、約 432 万人（平成 17 年度末現在）で制度施行
時の 218 万人に比べ約 214 万人（198％））増加した。要介護度別の構成割合をみると、















は ｢ 廃用症候群モデル ｣ に該当している。
　⑷　介護予防のサービスに一貫性・継続性がない。
　これらの反省を踏まえ、2006（平成 18）年度の制度改革のひとつの柱として、自立



















５．2006( 平成 18) 年からの新たな認定における審査・判定の仕組み（流れ）
　2005（平成 17）年の介護保険制度改正では、予防重視型システムへの転換が言われた。
ここでは、新たな認定における審査および判定の仕組み（流れ）について論述する。
　改正前の要介護１についての認定基準が見直され、｢ 介護の必要度 ｣ を中心とした従来の
基準で要介護１に相当する人（要介護１相当）については、さらに ｢ その状態の維持また
は改善の可能性 ｣ について追加的な審査・判定を行い、改善可能性の高い人を ｢ 要支援２｣ に、
改善性の低い人（心身の状態が不安定な人、認知症等により予防給付の利用に関して適切
な理解が困難な人等）を ｢ 要介護１｣ に区分されることになった。これに伴い、従来状態区







































































　 　この“要介護認定等基準時間”というものさしは、介護の必要性を前述した ｢5 分










32 分以上 50 分未満
※２ 要介護１ 32 分以上 50 分未満
要介護２ 50 分以上 70 分未満
要介護３ 70 分以上 90 分未満













項目 ｣ 及び ｢10　廃用の程度に関する項目 ｣ のデータを用いて ｢ 要支援２｣ と ｢ 要介護
１｣ のいずれに該当するかの判定が行なわれることである。これは、2005 年の改正か
ら新たに ｢ 介護の手間（介護の必要度）｣ により要介護 1 に該当すると判断された人（要
介護１相当）について ｢ 認知症高齢者の日常生活自立度 ｣ を評価することになったこ
とによる。
　 　今回の改正により、この分類のために ｢ 認知機能・廃用の程度の評価結果 ｣ が導入
された。つまり二次判定の過程で ｢ 要介護１相当 ｣ と判断された人が ｢ 要介護１｣ また
は ｢ 要支援２｣ のうちどちらに該当するかを決定するための指標として”改善可能性”
を評価する。これにより認定審査会の資料は改正前の 2 つから３つに増えた。つまり
①主治医の意見書と②特記事項（認定調査票）に新たに③認知機能・廃用の程度の評









　⑴　調査期間：2007 年７月より 2008 年３月
　⑵　調査対象：Ｋ市Ｔ区更新申請した ｢ 要支援１｣・｢ 要支援２｣ 認定者　896 人























要支援１ 要支援２・要介護 1 ～５ 悪化





















































































































































　以上は、2007 年 7 月より 2008 年 3 月までの 9 ｹ月間の更新時の要支援者（896 名）
の介護認定についての調査である。結果についての考察は下記の通りである。
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三浦文夫編著　｢ 福祉サービスの基礎知識 ｣ 自由国民社、2002 年
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